
平成２５年１１月２８日

平成２５年第６回

宮代町議会定例会議案書



議案番号 件 名 頁

議案第６０号 町長及び副町長の給与の特例に関する条例について １

議案第６１号 教育委員会教育長の給与の特例に関する条例について ３

議案第６２号 特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例について

５

議案第６３号 宮代町社会教育委員設置条例及び宮代町公民館設置及び管理

条例の一部を改正する条例について
７

議案第６４号 宮代町住居表示に関する条例の一部を改正する条例について ９

議案第６５号 宮代町水道事業給水条例の一部を改正する条例について １２

議案第６６号 宮代町水道分担金徴収条例の一部を改正する条例について １４

議案第６７号 宮代町下水道条例の一部を改正する条例について １６

議案第６８号 宮代町農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例につ

いて

１９

議案第６９号 宮代町農業集落排水事業の受益者分担金に関する条例の一部

を改正する条例について

２１

議案第７０号 宮代町災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する

条例について

２３

議案第７１号 指定管理者の指定について ２５

議案第７２号 宮代町公平委員会の委員の選任につき同意を求めることにつ

いて
２６

議案第７３号 宮代町公平委員会の委員の選任につき同意を求めることにつ

いて
２７

議案第７４号 宮代町教育委員会の委員の任命につき同意を求めることにつ

いて
２８

議案第７５号 平成２５年度宮代町一般会計補正予算（第３号）について ２９

議案第７６号 平成２５年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第３

号）について
３０

議案第７７号 平成２５年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第３号）に

ついて
３１



議案番号 件 名 頁

議案第７８号 平成２５年度宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第

３号）について

３２

議案第７９号 平成２５年度宮代町水道事業会計補正予算（第２号）につい

て

３３



１

議案第６０号

町長及び副町長の給与の特例に関する条例について

町長及び副町長の給与の特例に関する条例を別紙のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

町長及び副町長の給与を減額するため、町長及び副町長の給与の特例に関する条

例を制定したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提

出するものである。



２

町長及び副町長の給与の特例に関する条例

（給料の額の特例）

第１条 町長及び副町長の給料月額は、町長及び副町長の給与等に関する条例（昭

和４４年宮代町条例第７号）第３条の規定にかかわらず、町長にあっては同条第

１号に定める給料月額からその１００分の２０に相当する額を減じた額、副町長

にあっては同条第２号に定める給料月額からその１００分の１０に相当する額を

減じた額とする。

（期末手当の額の算出の基礎となる給料月額）

第２条 町長及び副町長の給与等に関する条例第６条第２項に定める「町長等が受

けるべき給料月額」とは、前条に定める給料の額とする。

（平成２５年１２月に支給する期末手当に関する特例措置）

第３条 平成２５年１２月に支給する期末手当（以下この項において「１２月期末

手当」という。）の額は、町長及び副町長の給与等に関する条例第６条の規定に

より算出される１２月期末手当の額から、町長及び副町長の給与等に関する条

例第３条に規定する給料月額に基づき算出された平成２５年１０月１７日から

同年１１月３０日までにおける期間の給料の合計額から同期間において第１条

の規定を適用したものとみなし算出された給料の合計額を減じて得た額を減じ

た額とする。

附 則

１ この条例は、平成２５年１２月１日から施行する。

２ この条例は、平成２７年３月３１日限り、その効力を失う。



３

議案第６１号

教育委員会教育長の給与の特例に関する条例について

教育委員会教育長の給与の特例に関する条例を別紙のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

教育委員会教育長の給与を減額するため、教育委員会教育長の給与の特例に関す

る条例を制定したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案

を提出するものである。



４

教育委員会教育長の給与の特例に関する条例

（給料の額の特例）

第１条 教育長の給料月額は、教育委員会教育長の給与等に関する条例（昭和４４

年宮代町条例第８号）第３条の規定にかかわらず、同条に定める給料月額からそ

の１００分の１０に相当する額を減じた額とする。

（期末手当の額の算出の基礎となる給料月額）

第２条 教育委員会教育長の給与等に関する条例第６条第２項に定める「教育長が

受けるべき給料月額」とは、前条に定める給料の額とする。

（平成２５年１２月に支給する期末手当に関する特例措置）

第３条 平成２５年１２月に支給する期末手当（以下この項において「１２月期末

手当」という。）の額は、教育委員会教育長の給与等に関する条例第６条の規定

により算出される１２月期末手当の額から、教育委員会教育長の給与等に関す

る条例第３条に規定する給料月額に基づき算出された平成２５年１０月１７日

から同年１１月３０日までにおける期間の給料の合計額から同期間において第

１条の規定を適用したものとみなし算出された給料の合計額を減じて得た額を

減じた額とする。

附 則

１ この条例は、平成２５年１２月１日から施行する。

２ この条例は、平成２７年３月３１日限り、その効力を失う。



５

議案第６２号

特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について

特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとお

り提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

特別職職員の名称変更並びに学童保育指導員、子育て指導員及び学校用務補助員

の報酬月額改定のため、特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するも

のである。



６

特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例

特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１８年宮代町条例第１０号）

の一部を次のように改正する。

別表３ その他の特別職の表中「経営戦略会議」を「自治体経営会議」に、

「

学童保育指導員 月額 １４０，０００円

子育て指導員 月額 １３６，０００円

学校用務補助員 月額 １２９，０００円

」を

「

学童保育指導員 月額 １４１，０００円

子育て指導員 月額 １３７，０００円

学校用務補助員 月額 １３２，０００円

」に

改める。

附 則

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、「経営戦略会議」を

「自治体経営会議」に改める部分は、公布の日から施行する。



７

議案第６３号

宮代町社会教育委員設置条例及び宮代町公民館設置及び管理条例の一部を改

正する条例について

宮代町社会教育委員設置条例及び宮代町公民館設置及び管理条例の一部を改正す

る条例を別紙のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

社会教育法の一部改正に伴い、宮代町社会教育委員設置条例及び宮代町公民館設

置及び管理条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定

により、この案を提出するものである。



８

宮代町社会教育委員設置条例及び宮代町公民館設置及び管理条例の一部を改

正する条例

（宮代町社会教育委員設置条例の一部改正）

第１条 宮代町社会教育委員設置条例（昭和３２年宮代町条例第４号）の一部を次

のように改正する。

第２条第１項を次のように改める。

委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行

う者、学識経験のある者並びに公募による市民（宮代町市民参加条例（平成１

５年宮代町条例第２９号）第２条第１号に掲げる者をいう。）の中から委嘱し、

その任期は２年とする。

第２条中第２項を削り、第３項を第２項とし、第４項から第７項までを１項ず

つ繰り上げる。

（宮代町公民館設置及び管理条例の一部改正）

第２条 宮代町公民館設置及び管理条例（平成１８年宮代町条例第４２号）の一部

を次のように改正する。

第５条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を

加える。

２ 委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行

う者、学識経験のある者並びに公募による市民（宮代町市民参加条例（平成１

５年宮代町条例第２９号）第２条第１号に掲げる者をいう。）の中から委嘱す

る。

附 則

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布

の日から施行する。



９

議案第６４号

宮代町住居表示に関する条例の一部を改正する条例について

宮代町住居表示に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

住居表示に関する法律に定める住居表示台帳等の写しの交付等に係る手続等につ

いて定める等、宮代町住居表示に関する条例の一部を改正したいので、地方自治法

第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。



１０

宮代町住居表示に関する条例の一部を改正する条例

宮代町住居表示に関する条例（昭和３９年宮代町条例第２６号）の一部を次のよ

うに改正する。

第１条中「昭和３７年法律第１１９号」の次に「。以下「法」という。」を、「規

定に基づき」の次に「定める事項その他」を加える。

第２条中「街区の区域にあらたに画し」を「街区の区域を新たに画し」に改める。

第３条第１項中「建物その他の工作物として、町長が別に定めるものを新築した

者」を「建物その他の工作物として規則で定めるもの（以下「建築物等」とい

う。）を新築し、移転し、除去し、若しくは滅失し、又は建築物等の主要な出入口

若しくはそれへの通路を新設し、変更し、若しくは廃止した場合は、当該建築物等

の所有者、管理者又は占有者（以下「所有者等」という。）」に改め、同条第２項中

「建物その他の工作物の所有者、管理者又は占有者」を「所有者等」に、「建物そ

の他の工作物」を「建築物等」に改め、同条第３項中「申出があったときは」を

「申出があったとき」に、「又は実態調査等」を「、又は実態調査等」に改め、同

条第４項中「つけ」を「付け」に改める。

第４条第１項中「建物その他の工作物の所有者、管理者又は占有者は、町長が別

に定める」を「所有者等は、規則で定める」に改め、同項各号中「建物その他の工

作物」を「建築物等」に改め、同条第２項中「町長が別に定める場合を除き、別記

様式によらなければならない」を「規則で定める」に改める。

第５条中「住居表示」を「住居の表示」に、「町長が別に」を「規則で」に改め、

同条を第７条とし、第４条の次に次の２条を加える。

（住居表示台帳等の写しの閲覧又は交付請求）

第５条 何人も、規則で定めるところにより、法第９条第１項に規定する住居表示

台帳（以下「住居表示台帳」という。）並びに第３条第１項の規定による届出及

び同条第２項の規定による申出に係る書類（以下「届出書等」という。）の写し

の閲覧又は交付を請求することができる。

２ 町長は、届出書等の一部に宮代町情報公開条例（平成１１年宮代町条例第１６

号）第７条に規定する非公開情報が記録されているときは、同条例第８条の規定

の例により、当該届出書等の写しを閲覧させ、又は交付するものとする。

（手数料）

第６条 前条第１項の規定により住居表示台帳又は届出書等の写しの閲覧若しくは

交付を請求する者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める手数料を

納付しなければならない。

（１）住居表示台帳の写しの閲覧 １街区につき ３００円

（２）住居表示台帳の写しの交付 １街区につき ３００円

（３）届出書等の写しの閲覧 １件につき ３００円

（４）届出書等の写しの交付 １件につき ３００円

２ 手数料は前納とする。

３ 既納の手数料は還付しない。ただし、町長が特に還付する必要があると認め



１１

るときは、この限りでない。

４ 第１項第２号又は第４号の交付を送付により求める場合は、当該各号に規定

する手数料のほかに送付のために要する費用を負担しなければならない。

５ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、手数料を

徴収しない。

（１）国又は地方公共団体等の官公署から事務上の必要につき請求があったとき。

（２）規則で定める関係人から第１項第１号又は第３号の請求があったとき。

（３）前２号に掲げるもののほか、町長が特に免除する必要があると認めるとき。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の宮代町住居表示に関する条例第６条の規定は、この条

例の施行の日以後の請求について適用する。



１２

議案第６５号

宮代町水道事業給水条例の一部を改正する条例について

宮代町水道事業給水条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

消費税法の一部改正に伴い、宮代町水道事業給水条例の一部を改正したいので、

地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。



１３

宮代町水道事業給水条例の一部を改正する条例

宮代町水道事業給水条例（平成１０年宮代町条例第１０号）の一部を次のように

改正する。

第１０条第１項、第２４条及び第２７条第１項中「１００分の１０５」を「１０

０分の１０８」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年４月 1 日（以下「施行日」という。）から施行する。

（料金に関する経過措置）

２ この条例による改正後の宮代町水道事業給水条例の規定に係わらず、施行日前

から継続して供給している水道の使用で、施行日前から平成２６年４月３０日ま

での間に料金の支払いを受ける権利の確定されるものに係る料金（施行日以後初

めて料金の支払いを受ける権利の確定される日が同月３０日後である水道の使用

にあっては、当該確定されたもののうち、施行日以後初めて支払いを受ける権利

が確定される料金を前回確定日（その直前の料金の支払いを受ける権利が確定し

た日をいう。以下同じ。）から施行日以後初めて料金の支払いを受ける権利が確

定される日までの期間の月数で除し、これに前回確定日から同月３０日までの期

間の月数を乗じて計算した金額に係る部分に対応する部分に限る。）については、

なお従前の例による。

３ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、これ

を１月とする。



１４

議案第６６号

宮代町水道分担金徴収条例の一部を改正する条例について

宮代町水道分担金徴収条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

消費税法の一部改正に伴い、宮代町水道分担金徴収条例の一部を改正したいので、

地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。



１５

宮代町水道分担金徴収条例の一部を改正する条例

宮代町水道分担金徴収条例（平成９年宮代町条例第７号）の一部を次のように改

正する。

第２条中「１００分の１０５」を「１００分の１０８」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年４月 1 日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の宮代町水道分担金徴収条例第２条の規定は、この条例

の施行の日以後に宮代町水道事業給水条例(平成１０年宮代町条例第１０号)第６

条の規定による申込みのあったものについて適用し、同日前に宮代町水道事業給

水条例第６条の規定による申込みのあったものについては、なお従前の例による。



１６

議案第６７号

宮代町下水道条例の一部を改正する条例について

宮代町下水道条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

消費税法の一部改正に伴い、宮代町下水道条例の一部を改正したいので、地方自

治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。



１７

宮代町下水道条例の一部を改正する条例

宮代町下水道条例（平成４年宮代町条例第１９号）の一部を次のように改正する。

第１６条第１項を次のように改める。

（使用料の算定方法）

第１６条 使用料の額は、毎使用月において使用者が排除した汚水の量に応じ、別

表に定めるところにより算定し、基本料金及び超過料金の合計額に１００分の１

０８を乗じて得た額とする。ただし、１円未満の端数があるときは、その端数全

額を切り捨てるものとする。

別表を次のように改める。

別表（第１６条関係）

使用料金算定表（２箇月につき）

料金

区分

基本料金 超過料金（１立方メートルにつき）

汚水排除量 料金 汚水排除量 料金

一般汚水 ２０立方メ

ートルまで

１,５２４円 ２０立方メートルを超え４０立方メ

ートルまで

９５円

４０立方メートルを超え７０立方メ

ートルまで

１０５円

７０立方メートルを超え１００立方

メートルまで

１１４円

１００立方メートルを超え４００立

方メートルまで

１３３円

４００立方メートルを超え１０００

立方メートルまで

１５２円

１０００立方メートルを超えるもの １７１円

公衆浴場汚

水

１立方メートルにつき ５７円

(施行期日)

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

(経過措置)

２ この条例による改正後の第１６条の規定にかかわらず、施行日前から継続して

いる下水道の使用で、施行日前から平成２６年４月３０日までの間に使用料の支払

いを受ける権利が確定されるものに係る使用料（施行日以後初めて使用料の支払い

を受ける権利の確定される日が同月３０日後である下水道の使用にあたっては、当

該確定されたもののうち、施行日以後初めて支払いを受ける権利が確定される使用

料を前回確定日（その直前の使用料の支払いを受ける権利が確定した日をいう。以

下同じ。）から施行日以後、初めて使用料の支払を受ける権利が確定される日まで

の期間の月数で除し、これに前回確定日から同月３０日までの期間の月数を乗じて



１８

計算した金額に係る部分に対応する部分に限る。）については、なお従前の例によ

る。

３ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、これ

を１月とする。



１９

議案第６８号

宮代町農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例について

宮代町農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

消費税法の一部改正に伴い、宮代町農業集落排水処理施設条例の一部を改正した

いので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するもので

ある。



２０

宮代町農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例

宮代町農業集落排水処理施設条例（平成１７年宮代町条例第３号）の一部を次の

ように改正する。

第１５条第１項を次のように改める。

（使用料の徴収）

第１５条 町長は、使用者から別表の区分に応じ、基本料金及び人数割料金の合計

額に１００分の１０８を乗じて得た額を使用料として徴収する。ただし、１円未

満の端数があるときは、その端数全額を切り捨てるものとする。

別表を次のように改める。

別表(第１５条関係)

区分 基本料金

(1 世帯当たりの月額)

人数割料金

(1 人当たりの月額)

一般住宅 １，９０５円 ２８６円

併用住宅 １，９０５円 ２８６円

事業所等 １，９０５円 ２８６円

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の第１５条の規定にかかわらず、施行日前から継続して

いる下水道の使用で、施行日前から平成２６年４月３０日までの間に使用料の支

払いを受ける権利が確定されるものに係る使用料（施行日以後初めて使用料の支

払いを受ける権利の確定される日が同月３０日後である下水道の使用にあたって

は、当該確定されたもののうち、施行日以後初めて支払いを受ける権利が確定さ

れる使用料を前回確定日（その直前の使用料の支払いを受ける権利が確定した日

をいう。以下同じ。）から施行日以後、初めて使用料の支払を受ける権利が確定

される日までの期間の月数で除し、これに前回確定日から同月３０日までの期間

の月数を乗じて計算した金額に係る部分に対応する部分に限る。）については、

なお従前の例による。

３ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、これ

を１月とする。



２１

議案第６９号

宮代町農業集落排水事業の受益者分担金に関する条例の一部を改正する条例

について

宮代町農業集落排水事業の受益者分担金に関する条例の一部を改正する条例を別

紙のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

地方税法の一部を改正する法律の公布等に伴い、宮代町農業集落排水事業の受益

者分担金に関する条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号

の規定により、この案を提出するものである。



２２

宮代町農業集落排水事業の受益者分担金に関する条例の一部を改正する条例

宮代町農業集落排水事業の受益者分担金に関する条例（平成１７年宮代町条例第

４号）の一部を次のように改正する。

附則第２項中「延滞金の」の次に「年１４．６パーセントの割合及び」を加え、

「各年の前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行法（平成９年法律第８

９号）第１５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４

パーセントの割合を加算した割合をいう」を「当該年の前年に租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合をいう。以下この条において同じ」に、「その年中にお

いては、当該特例基準割合（当該割合に０．１パーセント未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。」を「その年（以下この項において「特例基準割合適用年」と

いう。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合

適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし、年

７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加

算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年

７．３パーセントの割合」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の農業集落排水事業の受益者分担金に関する条例の規定は、延滞金のう

ち平成２６年１月１日以後の期間に対応するものについて適用し、同日前の期間

に対応するものについては、なお従前の例による。



２３

議案第７０号

宮代町災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例について

宮代町災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

大規模災害からの復興に関する法律の公布に伴い、宮代町災害派遣手当等の支給

に関する条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定に

より、この案を提出するものである。



２４

宮代町災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例

宮代町災害派遣手当等の支給に関する条例（平成１８年宮代町条例第５号）の一

部を次のように改正する。

第１条中「場合を含む。）」の次に「及び大規模災害からの復興に関する法律（平

成２５年法律第５５号）第５６条」を加える。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。



２５

議案第７１号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者を指定することについて議決を求める。

１ 指定管理者に管理を行わせる施設の名称及び所在地

施設の名称 施設の所在地

学童保育所かえで第一児童クラブ 宮代町大字須賀１４２６番地１

学童保育所かえで第二児童クラブ 宮代町大字須賀１４２５番地１

２ 指定管理者に指定する団体の名称及び住所

団体の名 称 特定非営利活動法人 宮代町かえで児童クラブ

団体の所在地 宮代町大字須賀１４２６番地１ 須賀中学校内

３ 指定の期間

平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

かえで第一児童クラブ及びかえで第二児童クラブの指定管理者を指定したいので、

地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、この案を提出するものである。



２６

議案第７２号

宮代町公平委員会の委員の選任につき同意を求めることについて

次の者を宮代町公平委員会の委員に選任することについて同意を求める。

１ 住 所 埼玉県南埼玉郡宮代町和戸１丁目９番１号

２ 氏 名 折 原 正 司

３ 生年月日 昭和１５年７月３０日

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

現公平委員会委員である折原正司氏を引き続き委員に選任したいので、地方公務

員法第９条の２第２項の規定により、この案を提出するものである。



２７

議案第７３号

宮代町公平委員会の委員の選任につき同意を求めることについて

次の者を宮代町公平委員会の委員に選任することについて同意を求める。

１ 住 所 埼玉県南埼玉郡宮代町宮代３丁目２番１１号

２ 氏 名 布 目 か よ 子

３ 生年月日 昭和４０年３月１日

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

新たに、布目かよ子氏を公平委員会の委員に選任したいので、地方公務員法第９

条の２第２項の規定により、この案を提出するものである。



２８

議案第７４号

宮代町教育委員会の委員の任命につき同意を求めることについて

次の者を宮代町教育委員会の委員に任命することについて同意を求める。

１ 住 所 埼玉県南埼玉郡宮代町字中島８１番地

２ 氏 名 深 井 美 智 子

３ 生年月日 昭和３５年１０月１日

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

新たに、深井美智子氏を教育委員会の委員に任命したいので、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律第４条第１項の規定により、この案を提出するものである。



２９

議案第７５号

平成２５年度宮代町一般会計補正予算（第３号）について

平成２５年度宮代町一般会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

前年度の事業実績に基づく清算の他、国県補助金・交付金の新規採択、額の確定、

各種事業の実績等に伴い平成２５年度宮代町一般会計予算に２，０７９万

２，０００円を追加し、総額を９０億４，４６２万９，０００円とすることについ

て、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。



３０

議案第７６号

平成２５年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）について

平成２５年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提

出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

保険給付費の増額により、平成２５年度宮代町国民健康保険特別会計予算に

２，７８８万８，０００円を追加し、総額を４２億５，１７５万８，０００円とす

ることについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するも

のである。



３１

議案第７７号

平成２５年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第３号）について

平成２５年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出す

る。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

平成２５年度宮代町介護保険特別会計予算に、債務負担行為の追加補正として高

齢者等介護用品支給事業他４事業を追加することについて、地方自治法第２１８条

第１項の規定により、この案を提出するものである。



３２

議案第７８号

平成２５年度宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）につい

て

平成２５年度宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）を別冊の

とおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

平成２５年度宮代町農業集落排水事業特別会計予算に、債務負担行為の追加補正

として農排汚泥運搬業務委託契約を追加することについて、地方自治法第２１８条

第 1項の規定により、この案を提出するものである。



３３

議案第７９号

平成２５年度宮代町水道事業会計補正予算（第２号）について

平成２５年度宮代町水道事業会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

平成２５年１１月２８日提出

宮代町長 榎 本 和 男

提 案 理 由

原水及び浄水費の動力費に不足額が生じるため、平成２５年度宮代町水道事業会

計予算の収益的支出のうち営業費用を４０４万８，０００円増額し、総額を６億

５，０６８万円とすることについて、地方自治法第２１８条第 1項の規定により、

この案を提出するものである。


